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第１章 総  論 
 

第 1 節 「地方版総合戦略」策定の前提 

 

1．策定の趣旨 

地方版総合戦略は、特に人口減少という現実に即し、地域の活力を創生していくための

目標を示すもので、『まち・ひと・しごと創生法』第 10条に基づき策定するものです。 

各市町村は、国が定めた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「都道府県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を勘案して、それぞれの市町村が地域の実情に応じた、まち・

ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な計画を定めることが規定されています。 

 

これまでも本町では、各種計画や各産業分野において、町の発展のためにさまざまな施

策を行ってきています。本町の最上位計画である「第 5次広尾町まちづくり推進総合計画

（平成 23 年度～平成 32 年度）」で掲げている 5 つの基本目標の中から、地方創生と人口

減少対策として特に有効な具体施策を基に、新たな施策を加える形で検討しました。人口

減少に伴うさまざまな課題の解決に向け、まち・ひと・しごとづくりに重点的に取り組む

ための計画として策定します。 

 

庁内に、若手職員で構成する「広尾町人口減少対策検討委員会」と、町長を本部長とし

管理職からなる「広尾町地方創生推進本部」を設置し、これまでの地域づくり活動の実績

を踏まえ、培った資源をいかに「しごとづくり」「移住定住支援」などに変えていくか、

それによって、人口減を食い止めることができるか、という視点で議論を重ねました。 

また、町のことを最もよく知り、実際の現場に責任が持てるのは、これからの移住者を

含む町民自らと、町で働く人たちです。町に住む、町で仕事をする全ての人たちが積極的

に動かなければ、より具体的な戦略の実現性は低くなり、これまでと変わりばえのしない

総花的なものになることが避けられません。全体でのコンセンサス（同意）を得るための

検討・策定にあたっては、住民組織、産業団体、教育機関、金融機関、労働団体及び報道

機関の代表で構成する「広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会」を設置

し、素案及び施策の推進並びに評価に関して調査・審議を行いました。 
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2．基本事項 
 

（1）計画期間 

対象期間は、『広尾町人口ビジョン』が示す 2060年までの人口の将来展望を踏まえつつ、

国及び道が策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の計画期間と同様に、平成 27

年度から 31年度までの 5年間とします。 

 

（2）策定の視点 

策定にあたっては、以下の 3つの視点を踏まえます。 

・総合的な仕組みづくりの視点 

・各政策を連携させ相乗効果を生み出す視点 

・数値目標の設定とＰＤＣＡサイクルによる進捗管理の視点 

 

※ＰＤＣＡサイクルとは、事業活動における管理報告業務を効果的・効率的に行うための手法

の一つです。Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Action（改善）の 4つのステ

ップからなります。これらを繰り返すことによって、業務を継続的に改善します。 

 

（3）推進方策 

本戦略に基づく事業の実施にあたっては、官民協働及び道との連携により、重点的・効

果的な推進を図ります。また、道内及び道外から人材・資本を呼び込むことを基本視点に

おき、各種施策を推進します。 

国の総合戦略に盛り込まれた「まち・ひと・しごと創生」政策 5原則（自立性・将来性・

地域性・直接性・結果重視）の趣旨を踏まえ、事業の妥当性を個々に判断をしながら取り

組みます。 

「まち・ひと・しごと創生」政策 5原則（国の戦略より） 

 

 

  

○人口減少克服・地方創生を実現するため、5つの政策原則に基づき施策を展開する。 
①自立性 
構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながる。 

②将来性 
地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③地域性 
各地域の実態に合った施策を支援する。国は支援の受け手側の視点に立って支援する。 

④直接性 
最大限の成果をあげるため、直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤結果重視 
ＰＤＣＡサイクルの下、具体的な数値目標を設定し，効果検証と改善を実施する。 
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また、町民にも広く意見を聴きながら、「広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定

推進委員会」において取組の効果の検証を行います。策定の視点にも掲げたＰＤＣＡサイ

クルに基づく進捗管理などは毎年度行うものとし、評価や検証内容に応じて必要な見直し

を行います。 

 

 

第 2 節 広尾町の現況整理 
 

1．人口ビジョン及び各種産業統計から（現状と課題） 
 

（1）地域及び地域経済の現状分析 
 

①地域経済の現状分析 

▶第一次産業 

漁業に関しては、十勝港において国内トップクラスの水揚げを誇るシシャモをはじめ、

秋サケ、毛ガニ、コンブ、ツブガイといった北海道を代表する海の幸が水揚げされていま

す。また、資源安定のために、サケマスふ化事業やシシャモの資源調査などを行い、漁獲

量の安定供給に寄与しています。 

道内の農業については、北海道立総合研究機構農業研究本部中央農業試験場によって

2025年の「農家人口・戸数の将来予想値」などが計算されています。（『農林業センサスを

用いた北海道農業・農村の動向予測』平成 25 年）2025 年における道内全体の販売農家戸

数・販売農家の農家人口は、2010 年と比べるとそれぞれ 60％、54％と大きく減少するこ

とが予想されています。その中でも本町は、販売戸数は横ばい、農家人口も 93％（7％減）

にとどまることが予想されています。耕地面積や酪農頭数に関しても、今のままの横ばい

が予想されており、現状の規模での農業生産が続くと見込まれます。 

 

▶第二次産業 

町の重要な産業を担うのが、ほかの町にはない本町の強みである重要港湾十勝港です。

釧路税関支署十勝出張所が発表した、平成 25年の十勝港の輸出入額は、対前年 158.8％の

184億 5,500万円となり、3年連続で 100億円を突破し、平成 23年の 153億 9,300万円を

上回り過去最高となりました。 

主な輸入品目でみると、飼料コンビナートで使う飼料原料が安定的に輸入されています。

また、オーストラリアやインドネシアから輸入され、十勝管内の製糖工場で燃料として使

用されている「石炭」やカナダやチリからの「化学肥料」です。そのほか、貯木場の完成
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に伴い、木材の輸入も増えています。 

国内への農産物の移出は増えていますが、国外への輸出に関しては、輸入に比べて規模

が小さく、今後の拡大が課題となっています。 

 

▶第三次産業 

本町の平成 24年度の小売業の状況は、商店数が 81店、従業員数が 293人、年間商品販

売額が 45億 3,761万円となっています。平成 19年度と比較すると、商店数/従業員数/年

間商品販売額の全てで大幅に減少傾向にあります。人口減の中、商圏が町内に限られがち

な商業は発展が難しい状況に置かれています。 

《小売業の商店数・従業員数・年間商品販売額の推移》 

（単位：店／人／万円） 

年度 項目 商店数 従業員数 年間商品販売額 

平成 24年度  小売業 81 293 453,761 

平成 19年度  小売業 112 493 722,227 

資料：平成 24年経済センサス-活動調査 平成 19年度商業統計表 

 

②「観光力」ランキング 

北海道内の市町村は、日本政策投資銀行北海道支店によって「観光力」が順位化されて

います。本町の平成 25 年度の日帰り観光客数は、年間 9 万 2,800 人。宿泊観光客数は 3

万 5,200人で、道内 179市町村の中で、それぞれ 150位、64位となっています。人数に日

本人・外国人それぞれの観光消費額でウェイトづけした数値を基にした「観光力点数」は

56点で、121位です。 

 

（2）人口減が町民生活に与える影響 

人口減少は、町民の生活に直接影響を与える課題です。町内会などの地域コミュニティ

の機能が失われたり、中長期的には、集落が維持できなくなることも指摘されています。 

また、子どもの教育や遊び場の問題、買物や交通の問題、医療や福祉の需給バランスに

も関連する課題です。 
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（3）「プラス要因」を伸ばし「マイナス要因」をどう変えられるか 

第 5次広尾町まちづくり推進総合計画に記載されている内容などを基に、本町の現状の

プラス要因・マイナス要因をいわゆる「ＳＷＯＴ分析※の手法」を基にまとめたものが次

の図表です。 

 

※ＳＷＯＴ分析（スウォットぶんせき）とは、今の町がおかれている現状を、「プラス要因」「マ

イナス要因」という“評価軸”と、「内部環境（ここでは町内）」「外部環境（ここでは町外）」

という“評価範囲軸”を設定し、それぞれの要素について判断し記したものです。 

 

《広尾町の現状分析 （ＳＷＯＴ分析による）》 

 プラス要因 マイナス要因 

内部環境 

 

 

 

・重要港湾を町が管理する、国内唯一の

自治体。 

・30 余年の歴史がある国内唯一の「サン

タランド」がある。 

・道内外のサーファーに人気が高い。 

・「ひろお未来プロジェクト」など町民が  

まちづくりに参加する場がある。 

 

 

・シーサイドパークの閉園もあり、大規模集

客施設や商業施設・宿泊施設がない。 

・合計特殊出生率が低下傾向で、自然減が

定着。 

・重要港湾があるにもかかわらず、定期航

路がない。 

 

外部環境 

 

 

 

・漁業と農業が主要産業。「漁村ホームス

テイ」を全国に先駆け受け入れた実績

がある。 

・町内に高校がある。 

・農業耕作地・農業従事者の減少見込み

が他市町村と比べ少ない。 

 

 

・滞在型の観光客が少なく、十勝の中でも

観光力が弱い。（道内観光ランキング 121

位） 

・高規格道路が本町まで延伸されていな

い。 

 

なお、上記に加えて、十勝管内独自の課題としては、帯広市への人口集中をどう考える

かも鍵となっています。帯広市とその周辺町がいわゆる「ダム」機能を発揮しており、管

内全体では道内他地域と比べて人口減少幅も少なく安定的な人口構成を有していますが、

管内町村間の人口シェア争いになりかねないため、それぞれの強みを生かした施策の展開

が求められています。 

  

Strength 町が持つ強み Weakness 町の抱えた弱み 

Oppotunity 他町村と比べた優位

性 

Threat 他町村と比べたマイナス

面 
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第２章 施策の方向 

 

第 1 節 基本理念 

総合戦略策定にあたっては、戦略の基本理念を設定します。各政策分野を包括し、具体

施策や個別事業を検討するときにも、本総合戦略の事業としてふさわしいかを判断するも

のです。 

 

【広尾町総合戦略の基本理念】 

 

 

 

 

 

  

ひとを育て、しごとを創り、まちの魅力を発信する 
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第 2 節 総合戦略の体系 

 

  
《基本理念》 《重点プロジェクト》 《政策分野と施策》 

主要産業である漁業・農業

と十勝港を両輪として 

発展させる 

十勝の海と大地の 

活性化プロジェクト 

 

町と都市部をつなぎ、互い

の交流と成長を促進する 

サンタが見守る 

地域交流プロジェクト 

雇用対策 

 

子育て環境を充実させ、 

地域ぐるみで子どもを見守る 

核をつくる 

まちを想う子ども 

育成プロジェクト 

 

まちづくりをリードする人と 

組織をつくり実践する 

ひとづくりでまちおこし 

プロジェクト 

移住定住 

少子化対策 

ひ
と
を
育
て
、
し
ご
と
を
創
り
、
ま
ち
の
魅
力
を
発
信
す
る 

ひとづくりと地域連携 

海と大地に根ざした活気 

あふれる産業の育成と 

新たな雇用の創出 
 

【施策】 

海と山が溶け込むまち・ 

広尾はあなたを待ってます 
 

【施策】 

サンタのまちで子どもを 

産み育てる環境の充実と 

健やかな成長を支援 
 

【施策】 

 

楽しくくらし笑顔でつなぐ 

まちづくり 
 

【施策】 
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第３章 施策の目標と重点プロジェクト 

 

国・道の政策分野と「第 5次広尾町まちづくり推進総合計画」に掲げる主要政策を勘案

し、4 つの分野ごとの目標を設定します。また、施策の取組の中で特に重きをおいて取り

組むものを「重点プロジェクト」として整理しました。 

 

 

 

政策分野１：海と大地に根ざした活気あふれる産業の育成と新たな雇用の創出 

 

 

1．施策に関する基本的方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．基本目標（数値目標） 
 

 

 

 

 

3．施策 

①第一次産業活性化につながる雇用・起業支援 

②十勝港の利活用 

③地元産品の開発と伝承  

○新規就業数を 5年間で 100人増やします。 

○まちのしごとづくりに貢献した企業を 5年間で 10社増やします。 

雇用対策 

町に自分が働きたいと思える仕事があることが、この町に住み続

けることの基本になります。海と山がともにある本町の強みを生か

した「しごとづくり」をめざします。 

 

本町の強みである「海と山の資源を生かす」ことにより、各産業分野において新た

な「しごと」「産業」を創出し、各産業に活力を与えることをめざします。 

主要産業の漁業・農林業に対する支援の強化においては、海産物やその加工品の消

費・販路拡大により雇用を創出します。また、新たな担い手の確保など、新規就業者

支援の施策を進めます。 

重要港湾十勝港を管理する町という強みを生かし、港湾関連企業の誘致に努めると

ともに、定期航路の開設に取り組みます。また、クルーズ船や官庁船の入港促進を支

援します。 
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4．「雇用対策」に関する重点プロジェクト 
 

主要産業である漁業・農業と十勝港を両輪として発展させる 

『十勝の海と大地の活性化プロジェクト』 

 

本町の産業は古くから漁業・農業を中心とした第一次産業が中心となっていることは言

うまでもありません。特に漁業に関しては、水揚げ国内トップクラスを誇るシシャモ、干

場での作業が夏の風物詩となっているコンブ、秋サケ、毛ガニ、ツブガイなど北海道を代

表する多くの海の幸が水揚げされており、今後も栽培漁業の拡充や海産物やその加工品の

消費・販路拡大の取組を進めます。また、農業については酪農が中心で、国内屈指の高品

質な生乳が生産されていますが、将来的な担い手不足が懸念されます。第一次産業の新規

就業者支援など担い手の確保のための施策を推進します。 

また、本町は全国の「町」で唯一、重要港湾を管理している自治体です。十勝港はその

名が示すように十勝地方の海の玄関口として、飼料や化学肥料の輸入や農産品の移出など

を通じて、日本の食糧基地「十勝」の農業を支える「アグリポート」として機能しており、

本町の大きな強みの一つです。帯広・広尾自動車道（高規格道路）が延伸されれば十勝管

内はもとより道央などへの利便性が大幅に向上し、港の利活用の増進が期待できるため、

定期航路の開設に向けた取組や、クルーズ船や官庁船の入港を促進させます。 

北海道の重点戦略プロジェクトの一つである“未来を拓く「攻めの農・林・水産業」確立

プロジェクト”には、「販路拡大・輸出戦略の推進」が記されています。その方針に準じ、

今後、アジア方面を中心に増えることが想定される道産品（野菜・水産品・それらの加工

食品など）の輸出が進むことが考えられるため、本町としても対応を検討する必要があり

ます。漁業・農業が主要産業であると同時に重要港湾を持つ本町の強みを生かした施策を

推進します。 
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政策分野２：海と山が溶け込むまち・広尾はあなたを待ってます 

 

 

1．施策に関する基本的方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．基本目標（数値目標） 

 

 

 

3．施策 

①移住体験の促進による交流人口拡大 

②豊かな自然の中で安心して暮らせる生活環境の充実 

③都市間交通の充実と情報発信の強化 

 

  

移住定住 

○移住定住者を 5年間で 80人増やします。 

○滞在型交流人口を 5年間で 1,000 人増やします。 

継続的な生産年齢人口の確保が、将来にわたって町が発展するた

めの基本になります。交流体験をきっかけに、広尾ファンを全国に

つくり、将来の移住定住につなげます。 

 

海と山を有する豊かな自然環境を生かし、大自然に囲まれて暮らす心地よさを満喫

できる本町の魅力を広くピーアールするために、まず交流人口の拡大に取り組みま

す。『子ども農山漁村ホームステイ事業』の拡充を図るとともに、そのほか移住体験

施策や体験型観光プログラムを開発することで、広尾ファンを全国に増やし、「自然

と共生して快適に過ごすくらし」をイメージさせ、移住定住の促進につなげます。 

また、人的な交流だけではなく、都市部での町産品の物販や学校給食への食材提供

などを行い、「自然」や「食」などをアピールし、本町の魅力を発信します。 
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4．「移住定住」に関する重点プロジェクト 
 

町と都市部をつなぎ、互いの交流と成長を促進する 

『サンタが見守る地域交流プロジェクト』 

 

本町には平成 27 年度、全国に先駆けて東京都内の小学生の漁村ホームステイを受け入

れた実績があります。日頃漁業に従事する受入世帯からは、広尾が持つ豊富な地域資源を

再認識するきっかけとなり、日々の生業への誇りと喜びが得られたという声がありました。

また、都内の小学生とその家族にとってもそれぞれに生涯忘れられない思い出に残る体験

ができたという感想も寄せられ、本町と都市部との接点として大きな成果がありました。

また、十勝管内には高校生の農村ホームステイの受け入れを支援するＮＰＯ法人などもあ

り素地はできています。大規模ホテル・宿泊施設の少ない本町にとっては、この取組を継

続、拡大させることで、交流人口が増加する可能性を秘めていると言えます。 

今後、農家も含めた「（仮称）農山漁村ホームステイ受入協議会」を早期に立ち上げ、

町としての受入れ体制を強化するとともに、送り出し側の学校や児童生徒と受入れ協議会

のコーディネート（橋渡し）は地域おこし協力隊員が担います。 

また、都市部との交流には、町産品の販売や飲食店や学校給食などへの食材の提供とい

った取組も考えられます。知名度の拡大と販路の充実を図ることにより、本町のイメージ

アップにつなげ、将来の来町者増につなげられます。ふるさと納税や町産品のネット購入

などの利用を通じ、道内外に広尾ファンを増やします。ふるさと納税返礼品に、広尾に実

際に足を運んでもらうツアーや航空券の提供などを検討します。 
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政策分野３：サンタのまちで子どもを産み育てる環境の充実と健やかな成長を支援 

 

 

1．施策に関する基本的方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．基本目標（数値目標） 
 

 

 

 

 

 

 

3．施策 

①若者の出会いの場創出 

②子育て・教育環境の充実 

③地域拠点としての広尾高校活性化 

 

 

  

少子化対策 

○合計特殊出生率を 5年後に 1.67 にします。 
(参考：2008 年～2012 年の平均：1.44) 

子どもの健やかな成長を、地域の子育て支援拠点や広尾高校を核

にまちぐるみで支え合うことをめざし、「まちの未来を想う子ども

たち」を皆で育てます。 

 

子どもを安心して産み育てるための環境整備を促進することで、少子化の流れを緩

和し、子どもの健やかな成長をまちぐるみで支え合うことをめざし、子育て支援セン

ターの充実や若い世代の負担軽減を図ります。 

また、地域コミュニティの中核的存在としての期待が、これまで以上に高まってい

る広尾高校については、地域活性化の活動の核とすることを目標とします。町の主要

産業との協調が図れるような専門学科の新設に向けた働きかけを行うほか、都市部と

の学習環境・各種活動格差をできるだけ少なくすることで、希望の大学への進学率を

高めるための施策を実施します。また、部活動への支援及び専門指導者の招聘を検討

し、広尾らしい部活動としてサーフィン部などの創設支援を行います。 



13 
 

 

4．「少子化対策」に関する重点プロジェクト 
 

子育て環境を充実させ、地域ぐるみで子どもを見守る核をつくる 

『まちを想う子ども育成プロジェクト』 

 

出生率を上げ、子どもが確実に育つ社会を形成するためには、子ども・子育て 3法に基

づく「切れ目のない支援」の着実な実行が基本です。本町においても、広尾保育所と丸山

保育所を統合し、子育てにおける中核的な役割を担う「ひろお保育園」を平成 28 年度か

ら開設します。それにあわせた保育園機能の充実に加え、子育て支援センター機能の充実

を図ることで、子どもたちが健やかに成長できるようにします。 

また、現在、連携型中高一貫教育を行い効果を上げている広尾高校に対しては、特に若

者をとりまく課題解決のために必要な人材・情報・技術が集まる地域コミュニティの中核

的存在としての期待が、これまで以上に高まっています。 

本町としては「北海道広尾高等学校存続対策協議会」と連携し、町の主要産業との協調

が図れるような専門学科の新設に向けた働きかけを行います。また、これまで以上にきめ

細かな学習補助を行うことで、都市部との学習環境格差をできるだけ少なくすることで、

希望の大学への進学率を高めるための各種施策を実施し、教育機関が地域活性化の活動の

核としての役割を担うことをめざします。 

  



14 
 

 

政策分野４：楽しくくらし笑顔でつなぐまちづくり 

  

 

 

1．施策に関する基本的方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．基本目標（数値目標） 
 

 

 

 

 

 

 

3．施策 

①広尾版コンシェルジュやまちづくりリーダーの育成 

②まちのピーアール推進 

③サンタのまちがおこす新しい観光産業 

④各種施策実行をサポートする組織づくり 

 

 

ひ

とづくりと地域連携 

○人口の社会減を 5年後にマイナス 35人にします。 
      (参考：2010年～2014年の平均：マイナス 77人) 

まちづくりはひとづくりから。各々の持つ専門性や意見を尊重し

ながら、個性や強みを生かした連携を意識します。さらにアイデア

を実行に移すための継続的な組織づくりをめざします。 

 

町と町民がともに地域の将来あるべき姿について学び、考え、アイデアを出し合っ

た「ひろお未来塾」で培われた実績やノウハウを受け継ぎ、未来を切り開く次世代の

育成を念頭に、まちづくりリーダー・グループの育成支援の充実に向かって、『広尾町

活き生きプロジェクト』を中心とした「人の力」でまちを豊かに発展させていきます。 

未来を切り開く次世代のまちのリーダー人材育成プログラムを取り入れ、育成の場

と機会をつくり、まちに集う人々の専門性をさらに発揮する「広尾版コンシェルジュ

制度」の創設に向けて取り組みます。 

本町の発展のためには、多くの人たちに広尾を知ってもらうことがなによりの基本

です。知名度を高めるための施策を進めるとともに、30年以上の蓄積がある「広尾サ

ンタランド」を核とした観光振興に努めます。まちのピーアールや観光事業は、それ

ぞれ「人の力」を生かしながら取り組みます。 
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4．「ひとづくりと地域連携」に関する重点プロジェクト 

 

まちづくりをリードする人と組織をつくり実践する 

『ひとづくりでまちおこしプロジェクト』 
 

本町では、これからのまちづくりに意欲のある若者が集い、学び・考え・つながること

を志向した『ひろお未来塾』が平成 25年度から 26年度まで開講し、参加者一人ひとりが

互いに協力し知恵を出し合うことで、町の将来の発展を見据えた提言を行いました。その

成果は、『広尾町活き生きプロジェクト』に引き継がれ、「観光推進」と「新たな広尾ブラ

ンド化」をテーマに、「地域おこし協力隊」として観光事業マネージャー、ブランド化事

業マネージャー、活き生きプロジェクトコーディネーターの協力を得て、具体的な事業推

進のための体制構築と実践活動が始まっています。 

地域が活性化する事業を、一歩一歩着実に実現するためには、アイデアを実行に移すた

めの体制づくりが不可欠です。『広尾町活き生きプロジェクト』が実現した素地を生かし、

地域活性化という一貫した視点で企画立案から運営をサポートする組織人材を育成し、持

続的な体制構築を果たす「地域プロデューサー」を置き、持続可能な地域づくりに向けた

調査及びモデル事業を継続的に実施します。 

また、町民がそれぞれの専門性を生かした活動を行う「広尾版コンシェルジュの育成」

や「まちづくりリーダーの育成」も進め、町で住む・働く・集う全ての人々がまちづくり

を支える環境を整えます。本町の未来を創り出すクリエイティブな力を有する人材を育成

します。 
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政策分野の位置づけは次のようになります。「ひとづくりと地域連携」に向けた取組が

まちづくりの基本となり、町に集う人を増やし、活力を取り戻す「雇用対策」「移住定住」

「少子化対策」それぞれのと関連することになります。 

 

 

【人口減少社会に対応した広尾町総合戦略の政策分野の関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

海と大地に根ざした 

活気あふれる産業の育成と

新たな雇用の創出 

海と山が溶け込むまち・ 

広尾はあなたを待ってます 

サンタのまちで子どもを 

産み育てる環境の充実と 

健やかな成長を支援 

楽しくくらし 

笑顔でつなぐまちづくり 
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4 つの重点プロジェクトを内と外、ソフトとハードという視点で整理すると、次のよう

な関係になります。 

 

 

                    町民や組織（ソフト）を活用する 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    町にある資産（ハード）を活用する 
 

  

（重点プロジェクト 2） 

サンタが見守る 

地域交流プロジェクト 

プロジェクト 
 

（重点プロジェクト 3） 

まちを想う子ども 

育成プロジェクト 
 

（重点プロジェクト 1） 

十勝の海と大地の 

活性化プロジェクト 
 

（重点プロジェクト 4） 

ひとづくりでまちおこし 

プロジェクト 
 

町
内
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
機
能
を 

強
固
に
す
る 

都
市
部
と
町
を
つ
な
ぐ 
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第４章 取組の整理 

 

第 1 節 海と大地に根ざした活気あふれる産業の育成と新たな雇用の創出 

 

■政策・施策の整理 
 

施策① 第一次産業活性化につながる雇用・起業支援 

考え方 

漁業に関しては、十勝港において国内トップクラスの水揚げを

誇るシシャモをはじめ、秋サケ、毛ガニ、コンブ、ツブガイとい

った北海道を代表する海の幸が水揚げされています。栽培漁業の

拡充や海産物やその加工品の消費・販路拡大により雇用を創出し

ます。また、酪農を中心に農業も盛んな本町は、農業従事者数に

関して横ばいが予想されており、現状の規模での農業生産が続く

と見込まれますが、将来的な担い手不足が懸念され、今後人口減

少を食い止めるためには、新規就業者支援など担い手の確保のた

めの施策が求められています。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

雇用創出につながる取組支援 

基準値（26 年度） 目標値（31年度までの 5年間で） 

０件 ５件 

雇用創出の取組による雇用者数 

基準値（26 年度） 目標値（31年度までの 5年間で） 

０人 ２０人 

主な事業・取組 

▶栽培漁業の拡充 

▶第一次産業の担い手対策の事業化への支援 

▶ハウス栽培、新規作物の研究などの雇用対策 

▶オーナー制の導入（農林漁業におけるオーナーの募集） 

▶広尾産業流通振興公社の体制整備 

▶ふるさと納税による事業展開 

 
※KPIとは、Key Performance Indicatorsの略で重要業績評価指標のこと。施策や事業の目標

達成の度合いを図るために設定する数値目標のことです。 
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施策② 十勝港の利活用 

考え方 

海の側から見ると、本町は十勝エリアの「海の玄関口」に位置

します。その重要港湾十勝港を管理している町の強みを生かし、

飼料や化学肥料の輸入や農産品の移出などを通じて、産業を発展

させることは、本町の「しごとづくり」の重要な施策の一つです。

町としても、港湾関連企業の誘致に努めるとともに、定期航路の

開設に努めます。また、クルーズ船や官庁船の入港促進を支援し

ます。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

 

定期航路の開設 

基準値（26 年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

      ０航路 １航路 

十勝港の取扱貨物量 

基準値（26 年） 目標値（31年） 

１,１８９千トン １,３００千トン 

港の利用支援（企業誘致件数） 

基準値（26 年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 １件 

主な事業・取組 

▶道産品の輸出・移出拡大などを目的とした企業の誘致 

▶定期航路開設に向けた取組 

▶クルーズ船・官庁船の入港促進 

 

施策③ 地元産品の開発と伝承 

考え方 

まちで生産される海産物や農産物を活用した、新たな特産品・メニ

ュー開発の取組につながる施策を検討します。また、農業の安定的な

発展にも関わる有害鳥獣駆除については、駆除体制の強化を図るとと

もに、駆除後の処理加工を行い加工品開発を進め、特産品化する事

業を進めます。飲食店活性化事業として、「まちの味」を伝承するため

の取組を進めます。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

 

特産品開発件数 

基準値（26 年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 ５件 

有害鳥獣駆除後の処理加工品開発件数 

基準値（26 年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 １件 

主な事業・取組 

▶地元食材の活用と開発 

▷新たな「十勝・広尾産」農・海産物加工品の開発 

▷「十勝・広尾産品」を用いた新メニューの開発 

▶有害鳥獣駆除後の処理加工品の開発 

▶伝承の味を継承する飲食店活性化事業 
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第 2 節 海と山が溶け込むまち・広尾はあなたを待ってます 

 

■政策・施策の整理 
 

施策① 移住体験の促進による交流人口拡大 

考え方 

交流人口拡大に向けた取組として、全国に先駆けて実施した東

京都内の小学生の漁村ホームステイ受入実績を生かし、農家漁家

による「（仮称）農山漁村ホームステイ受入協議会」を早期に立ち

上げ、町としての受入れ体制を強化します。また、体験型プログ

ラムの充実を図ります。外部とのコーディネート（橋渡し）にお

いては「地域おこし協力隊」の協力を仰ぎます。 

移住体験については、現在の移住体験住宅の拡充を図るととも

に、若者層の転入に向けたワーカーマッチングとして、就労体験

をはじめとした取組を継続します。 

さらに都市部との交流として、人的な交流だけにとどまらず、

大都市圏における町産品の販売や飲食店や学校給食などへの食材

の提供を行い、中長期にわたり広尾ファンを増やすことで、交流

人口を増やすことをめざします。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

子ども農山漁村ホームステイ事業の拡充 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

受入れ家庭：０戸 

子ども：０人 

受入れ家庭：５０戸 

子ども：２５０人 

移住体験（ロングステイ）の人数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

１８人 １５０人 

体験型観光プログラムの開発件数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 ５件 

主な事業・取組 

▶子ども農山漁村ホームステイ事業 

▶東京の子どもたちに給食で広尾産海産物を食べてもらう事業 

▶若年層転入ワーカーマッチング事業 

▶移住体験（ロングステイ体験）の充実 

▶移住促進まちのピーアール事業 

▶体験型観光プログラムの開発 

▶広尾おもいっきり楽しみ隊 
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施策② 豊かな自然の中で安心して暮らせる生活環境の充実 

考え方 

本町の豊かな自然に憧れた移住者が、安心して定住することが

できるための施策を行います。 

住宅のリフォームに関しては、二世帯住宅へのリフォームを含

めた支援を行います。医療体制の確保、公園の整備や防災対策の

強化など、住み続けたくなるまちづくりを進めます。 

また、地域密着型介護サービスの充実や、各種福祉施設の整備

や今後の誘致を検討します。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

住宅リフォーム支援奨励金交付事業実施件数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

５１件 ２２５件 

地域密着型有料老人ホームの整備 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 １件 

主な事業・取組 

▶住宅リフォーム支援奨励金交付事業 

▶元気な高齢者の受入支援 

▷地域密着型介護サービスの充実 

▷福祉施設の整備・誘致 

▶充実した医療体制の整備及び緊急搬送の確立 

▶太陽光再生可能エネルギーの推進 

▶防災対策の充実・強化 

▶公園の整備 

▶十勝定住自立圏の推進 
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施策③ 都市部との交通機能や相談機能の充実 

考え方 

交流人口の増加のためには、都市部との公共交通機関網、高速

交通機関との接続が不可欠です。平成 27年に大樹町まで高規格道

路が延伸したこともあり、これまでと比べると帯広や札幌からの

所要時間は短縮されましたが、改善の余地は残されています。高

規格道路の本町中心部までの延伸に向けた要望活動を継続して行

います。 

また、都市部からの移住定住に関する対応については、移住定

住施策を専任で担当する「地域おこし協力隊」を活用し、移住や

長期滞在希望者の相談及びサポートにワンストップで応えます。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

 

高規格道路の全面開通要請活動 

基準値（26年度） 目標値（31年度までの 5年間） 

実施 継続実施 

地域おこし協力隊の活用 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０人 １０人 

移住・長期滞在に関する相談件数 

基準値（26年度） 目標値（31年度までの 5年間） 

２０件 ２５０件 

主な事業・取組 

▶帯広・広尾自動車道（高規格道路）の全面開通への要望活動 

▶札幌との都市間交通の維持 

▶地域おこし協力隊の活用 
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第 3 節 サンタのまちで子どもを産み育てる環境の充実と健やかな成長を支援 

 

■政策・施策の整理 
 

施策① 若者の出会いの場創出 

考え方 

町内に住んでいても、職種が違うと自分の職場以外の人と知り

合う機会がほとんどありません。町内外の若者の、広尾に住むた

めのきっかけとして出会いの場を用意します。また、町内の若者

同士が、仕事後などに仕事や活動内容に関わらず、横のつながり

を求めて気軽に集まれるスペースを検討します。転勤で広尾に来

た人と地元の人たちとの交流の場をつくります。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

出会いの場事業件数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 １０件 

主な事業・取組 
▶若者の交流促進事業 

▶街コンの開催 

 

施策② 子育て・教育環境の充実 

考え方 

出産施設が遠方であり産前産後の相談機関体制が不十分な環境

にある中で、専門性を必要とする多種多様な相談が増えてきてお

り、支援体制の確保と支援者のスキルアップが求められています。

妊婦健診を町内で実施できる体制づくりの検討など、産前産後を

通して母子ともに安心して子育てできるきめ細かな環境づくりを

めざします。また、幼児・児童の子育てに関する各種支援を継続

的に実施します。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

町の子ども子育て支援事業に満足している保護者の割合 

基準値（26年度） 目標値（31年度） 

－ ８０％ 

主な事業・取組 

▶妊産婦支援の充実 

▶子育て支援センター機能の充実 

▷支援総合窓口設置 

▷保育ママ支援員による家庭訪問・個別相談 

▷一時保育の時間延長 

▷子ども一時預かり所の開設 

▶保育園機能の充実 

▶幼稚園の 3年保育実施 

▶子育て応援隊 

▶乳幼児及び児童医療費助成事業 

▶ひとり親家族支援事業 
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施策③ 地域拠点としての広尾高校活性化 

考え方 

地域内高校（広尾高校）の魅力を高めることが、高校の活性化、

さらには存続に向け重要です。地域と連携した特色ある高校づく

りを進めることで、地域に必要な学校としての存在意義を高めま

す。 

職業科開設を要請することで地域産業の次代の担い手をつくり

ます。また、進学率を高めるための施策や、各種助成を継続して

行います。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

広尾高校志願者数（率） 

基準値（26年度） 目標値（31年度） 

－ １割増 

主な事業・取組 

▶広尾高校進学コースの創設要請 

▶予備校とのタイアップ・各種資格・検定試験・模試の補助事業 

▶広尾高校の職業科開設要請 

（介護、看護、調理、鉄工溶接、デザインものづくりなど） 

▶部活動への支援及び専門指導者の招へい 

  （サーフィン部の創設支援） 

▶給食の提供及び遠距離通学費助成 
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第 4 節 楽しくくらし笑顔でつなぐまちづくり 

 

■政策・施策の整理 
 

施策① 広尾版コンシェルジュやまちづくりリーダーの育成 

考え方 

町民がそれぞれの専門性を生かした活動を行う「広尾版コンシ

ェルジュの育成」や「まちづくりリーダーの育成」も進め、町で

住む・働く・集う全ての人々がまちづくりを支える環境を整えま

す。ボランティアの活動支援を行うほか、ＮＰＯ法人化の支援も

行います。また、コンシェルジュやリーダーの活動の場としては、

生涯学習事業の推進や町民会議の開催、また、「集いの場」づくり

などを検討します。多様な人たちが集まる本町の未来を創り出す

ためにクリエイティブな力を発揮する人材を育成します。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

まちづくりリーダーの育成 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

２５人 ２５０人 

広尾版コンシェルジュの育成 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０人 １０人 

主な事業・取組 

▶広尾版コンシェルジュの育成 

 （観光・歴史ガイドボランティア、サーフィンガイドの養成） 

▶ひろお地域診断・地域資源調査プロジェクト 

▶集いの森プロジェクト 

▶ボランティア・NPO の活動支援 

▶生涯学習の推進 

▶広尾町まちづくり町民会議 

▶広尾のいいとこ見つけ隊 

▶まちづくりリーダーの育成 
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施策② まちのピーアール推進と情報発信の強化 

考え方 

町の発展のためには、町内外両方の人たちに、町を知ってもら

うことがなによりの基本です。そのために、「まちのイチオシ」を

探してもらうとともに、新キャラクターの開発や、東京都渋谷区

の広尾の知名度やブランド力の高さを生かした協働での取組など

を模索します。 

また、ふるさと納税の町産品返礼品を通じて、町内の産業を発

信します。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

ポータルサイトサイトアクセス数 

基準値（26年度） 目標値（31年度までに） 

－ ２倍 

町外での物産品販売回数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

５回 ５０回 

ふるさと納税目標金額 

基準値（26年度） 目標値（31年度までに） 

７５万円 ２億円 

主な事業・取組 

▶どこ。そこ。ひろお。プロジェクト 

▶まちのイチオシ 

▶ひろおまるわかり情報化（ポータルサイト設置運営事業） 

▶広尾と広尾(東京都)のコラボ 

▶提案型ふるさと納税プロジェクト 

▶日高振興局内自治体との「市町村連携地域モデル事業」推進 
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施策③ サンタのまちがおこす新しい観光産業 

考え方 

サンタクロースのふるさと、北欧のノルウェーにあるオスロ市

から国外初のサンタランドに認定されて 30年以上たち、町のブラ

ンドづくりに貢献しています。 

観光客を増やし町の交流人口を増やすという観点で、サンタの

まちならではの事業を行うとともに、マンネリ化が懸念されるサ

ンタメールやサンタランドの活性化事業も検討します。 

また、町にはサンタランド以外の観光資源も数多くあることか

ら、新しい観光産業の振興に向けた事業にも取り組みます。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

観光ランキング 

基準値（25年度） 目標値（31年度までに） 

１２１位 ３０位 

広尾サンタランドに関する新しい取組 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 １０件 

広尾サンタランド入場者数 

基準値（26年度） 目標値（31年度までに） 

１３,０００人 ２倍 

主な事業・取組 

▶サンタのまちならではの事業 

▷サンタコンテスト 

▷サンタランドからのおくりもの 

▷サンタランド☆スタンプラリー 

▶サンタランド活性化事業 

▷サンタランドオリジナルグッズ開発・販売 

▷サンタランド事業の推進 

（世界一、オンリーワン、集客できるイベント開催） 

▶新しい観光産業の振興 

▷南十勝ダービー（えりも・天馬とんがりロードダービー） 

プロジェクト 

▷フィッシング in 広尾（釣り大会） 

▷バスツアー拡充造成事業 

▷ひろおサンタランドマラソン大会開催事業 

▷広尾の四季フォトコンテスト 
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施策④ 各種施策実行をサポートする組織づくり 

考え方 

町が活性化する事業を、一歩一歩着実に実現するためには、ア

イデアを実行に移すための体制づくりが不可欠です。『広尾町活き

生きプロジェクト』が実現した素地を生かし、地域活性化という

一貫した視点で企画立案から運営をサポートする組織人材を育成

し、持続的な体制構築を果たす「地域プロデューサー」を置き、

持続可能な地域づくりに向けた調査及びモデル事業を継続的に実

施します。 

ＫＰI 

（重要業績評価指標） 

「広尾町活き生きプロジェクト」の事業件数 

基準値（26年度） 目標値（31 年度までの 5年間で） 

０件 ３０件 

主な事業・取組 ▶『広尾町活き生きプロジェクト』の継続的な推進 
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広尾町総合戦略に登載した主な事業・取組の概要

第１節 海と大地に根ざした活気あふれる産業の育成と新たな雇用の創出【雇用対策】

施策①　第一次産業活性化につながる雇用・起業支援

○栽培漁業の拡充

　すでに取り組んでいるサケ、ウニ、エゾバイツブ、マツカワ、ハタハタの栽培事業について、

　施設整備などで規模の拡大を図る。また、広尾漁協や関係団体と連携して栽培品目を増やし、

　「育てる漁業」を積極的にすすめる。

○第一次産業の担い手対策の事業化への支援

　第一次産業の担い手確保に向けた取組をこれまで以上にすすめる。また、新規就業者の経営に

　ついても支援していく。

○ハウス栽培、新規作物の研究などの雇用対策

　特産品の開発も期待できるハウス栽培事業や新規作物の研究などを支援する。また、これに関

　連する起業についても、積極的に取り組む。

○オーナー制の導入（農林漁業におけるオーナーの募集）

　本町が誇る特産品のオーナー制を導入し、消費拡大や知名度の向上を図る。また、この制度を

　運営するＮＰＯ法人などの設立も視野に入れ、雇用を創出する。

○広尾産業流通振興公社の体制整備

　ふるさと納税の返礼品やネット販売の構築などで水産加工品の需要増が見込まれるため、それ

　に対応できる人員などの体制を整備し、水産加工品の消費拡大や知名度の向上を図る。

○ふるさと納税による事業展開

　ふるさと納税返礼品の主力である水産加工品について、品目の見直しや商品開発などにより魅

　力化し、納税者を増やすことで消費拡大や知名度の向上を図る。また、返礼品の発送業務など

　を行うＮＰＯ法人の設立も視野に入れ、雇用を創出する。

施策②　十勝港の利活用

○道産品の輸出・移出拡大などを目的とした企業の誘致

　主に十勝管内で生産される農産品や水産品の輸出や移出を運営する企業を誘致し、港の利活用

　と雇用の創出を図る。また、十勝産の原料を使用した加工品を製造する工場などの立地に向け

　て、積極的にポートセールスを行う。

○定期航路開設に向けた取組

　帯広広尾自動車道の全面開通も想定し、農産品や水産品などを移出する定期航路（ＲＯＲＯ船）

　の開設に向けた取組を行い、港の利活用と関連事業も含めた雇用の創出を図る。

○クルーズ船・官庁船の入港促進

　クルーズ船や官庁船の入港の取組を積極的に行い、乗客や乗組員の町内での飲食や買い物、レ

　ジャーなどをサポートする。また、商工会を中心に上陸する方々を歓迎する体制を整備し、観

　光振興につなげる。
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施策③　地元産品の開発と伝承

○地元食材の活用と開発

<新たな「十勝・広尾産」農・海産物加工品の開発>

　十勝・広尾産品を原料とした加工品を開発し、情報発信などでブランド化を図る。また、加工

　品の製造と販売において雇用を創出する。

<「十勝・広尾産品」を用いた新メニューの開発>

　十勝・広尾産品を原料としたグルメを開発し、町内の各食堂で食べられる体制を整え、ブラン

　ド化や観光客の入込を図る。

○有害鳥獣駆除後の処理加工品の開発（ジビエ）

　駆除したエゾシカの肉などを加工し、特産品として流通させる体制を構築し、観光振興と雇用

　の創出につなげる。また、このジビエを業とする起業も視野に入れた取組も同時にすすめる。

○伝承の味を継承する飲食店活性化事業

　飲食店の空き店舗を活用した新規出店に補助、また現在、営業している飲食店の味を受け継ぐ

　ための後継者に対し補助し支援する。
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第２節 海と山が溶け込むまち・広尾はあなたを待ってます【移住定住】

施策①　移住体験の促進による交流人口拡大

○子ども農山漁村ホームステイ事業

　都市部の子どもたちを漁家や農家で民泊により受け入れ、交流人口を増やすと同時に受入者が

　地域資源や生業の魅力を再認識することで、第一次産業の活性化につなげる。また、都市部と

　の交流による広尾の自然や食の発信で、移住定住の糸口とする。

○東京の子どもたちに給食で広尾産海産物を食べてもらう事業

　広尾産海産物を東京の子どもたちへ学校給食で提供し、「さかな＝広尾＝おいしい」のイメー

　ジを植え付け、父兄や学校関係者も対象に広尾ファンを増やす。また、関連事業として海産物

　の物販を学校所在地区で行い、消費拡大と知名度の向上を図る。

○若年層転入ワーカーマッチング事業

　「ひろお未来塾」の提案事業。27年度は町外のサーファーが昆布漁のアルバイトで滞在費など

　をまかなうワーカーマッチングを実施した。交流人口増や移住定住につなげるもので、今後は

　マッチングメニューを増やすなど、事業の拡大を目指す。

○移住体験（ロングステイ体験）の充実

　移住体験住宅の改良や増設、情報発信の強化、滞在中のきめ細やかなサポートなどにより、長

　期滞在者を増やし交流人口増につなげる。レジャーや文化活動などのプログラムを開発、提供

　して魅力化を図り、移住定住を促す。

○移住促進まちのピーアール事業

　関東や近畿地方を中心に全国の書店やキオスクなどで年間３０万部発行され、３０代から６０

　代の読者層を持つ北海道情報誌「北海道生活」に本町の情報を掲載し、観光、食、暮らしなど

　の魅力を発信することにより、交流人口や移住人口の増加を図る。

○体験型観光プログラムの開発

　「ひろお未来塾」の提案事業。広尾が有する自然環境（地域資源）を生かした体験型の観光プ

　ログラム（サーフィン、釣り、料理、第一次産業体験など）を開発し、観光客の入込増を図り

　移住定住につなげる。

○広尾おもいっきり楽しみたい隊

　本町での生活や釣り・サーフィンなどのアクティビティを総合的にサポートする体制を構築す

　る。楽しみ方のガイド役の募集、短期滞在者用のメニューの作成、体験講座の開催、道具の貸

　出の実施、来訪者と町民との交流の場の創出などを行う。

施策②　豊かな自然の中で安心して暮らせる生活環境の充実

○住宅リフォーム支援奨励金交付事業

　町内業者の施工で住宅のリフォームを行う方に奨励金（商品券）を交付するもの。５０万円以

　上のリフォームに要した経費の１０％の額（上限１０万円）を交付する。

33



○元気な高齢者の受入支援

<地域密着型介護サービスの充実>

　高齢者が介護サービスが必要な状態になっても笑顔で暮らせるよう、地域密着型有料老人ホー

　ムを整備し、介護サービスの充実を図る。

<福祉施設の整備・誘致>

　高齢者や障がい者を対象とした福祉施設を整備又は誘致し、高齢者や障がい者が安心して暮ら

　せる生活環境を整える。

○充実した医療体制の整備及び緊急搬送の確立

　地域医療における医師や看護師の不足を克服し、充実した医療体制を整備する。また、高規格

　道路の延伸や消防広域化の利点を生かして緊急搬送の時間短縮を確立し、安全・安心の生活環

　境を整える。

○太陽光再生可能エネルギーの推進

　一般住宅や公共施設におけるソーラーシステムの導入を促し、環境に配慮した地域形成を目指

　す。一般住宅でのソーラーシステムの設置にあたっては、「住宅リフォーム支援奨励金交付事

　業」の活用を積極的にすすめる。

○防災対策の充実・強化

　防災資機材や備蓄品の計画的な整備や避難訓練の実施などで、災害に負けない防災体制を確立

　し、安全・安心の生活環境を整える。

○公園の整備

　本町が有する自然を生かした公園づくりをすすめ、誰もが集い、安らぎのある空間の提供を目

　指す。

○十勝定住自立圏の推進

　十勝定住自立圏での取組を推進する。

○帯広・広尾自動車道（高規格道路）の全面開通への要請活動

　物流、医療、防災、観光などの分野で高規格道路の全面開通は欠かすことができない。これま

　でどおり関係市町村や関係団体と連携して要請活動を積極的に行い、早期の全面開通を目指す。

○札幌との都市間交通の維持

　本町と札幌市を結ぶ都市間バス「高速ひろおサンタ号」の積極的な利用とピーアール活動で、

　数少ない交通機関の確保を図る。

○地域おこし協力隊の活用

　移住定住に関する施策の検討やその実行、相談窓口には専任の地域おこし協力隊員を活用する。

施策③　都市部との交通機能や相談機能の充実
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第３節 サンタのまちで子どもを産み育てる環境の充実と健やかな成長を支援【少子化対策】

施策①　若者の出会いの場創出

○若者の交流促進事業

　町内に住んでいる若者を対象とし、定期的に料理教室やボランティア活動などを開催すること

　で交流の場を提供する。同世代の仲間づくりや男女の出会いの機会を提供することで、若年世

　代の生活の充実や成婚率の向上につなげる。

○街コンの開催

　男女の出会いの場を提供することに特化した食事会や飲み会を年数回開催する。成婚率の向上、

　ひいては出生率の向上につなげる。

施策②　子育て・教育環境の充実

○妊産婦支援の充実

　妊婦健診を町内で実施できる体制づくりの検討など、産前産後を通して母子ともに安心して子

　育てできるきめ細やかな環境を整備する。

○子育て支援センター機能の充実

　支援の総合窓口を設置するほか、支援員による家庭訪問や個別相談を実施するなど、育児ケア

　体制の確立を図る。また、子ども一時預かり所を開設し、子育てママの時間的余裕を作るなど

　サポート体制の充実も併せて図る。

○保育園機能の充実

　延長保育時間の拡大や休日保育を実施することで、育児負担の軽減を図るとともに、更なる出

　産に対する意欲の向上につなげる。

○幼稚園の３年保育実施

　現在の４歳児から５歳児までの２年教育を１年拡大し、３歳から子供を受け入れる体制を構築

　する。これにより、更なる子どもの成長促進と家庭での育児負担の軽減を図る。

○子育て応援隊

　独居の子育て経験者や高齢者に協力をいただき、育児に対し不安や悩みを抱える親の相談相手

　になってもらったり、子どもの遊び相手になってもらう。親の子育ての負担軽減のみならず、

　高齢者の生きがいの創出にもつなげる。

○乳幼児及び児童医療費助成事業

　子どもの疾病の早期診断、治療の推進と子育て世帯の負担軽減を図るため、０歳から中学生ま

　での医療費を助成する。福祉の増進、支援体制の強化を図ることで、子育て世代の定住促進に

　つなげていく。

○ひとり親家族支援事業

　保育施設の無料化や児童館の設置、また給食費や教育費の無料化なども検討し、ひとり親家族

　が安心して子育てできる環境を整備する。
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施策③　地域拠点としての広尾高校活性化

○広尾高校進学コースの創設要請

　進学に特化したコースを創設することで進学希望者の満足度を高め、魅力ある学習体制の整備

　を図る。また、進学率が上昇することにより、入校希望者の増加にもつなげていく。

○予備校とタイアップ・各種資格・検定試験・模試の補助事業

　進学コースの創設と同様に、生徒の学力向上に直結するサポート体制をより充実させることで、

　魅力と特色ある高校づくりを推進し、進学率、入校希望者数の増加につなげていく。

○広尾高校の職業科開設要請

　介護や看護、調理、鉄鋼溶接、デザイン、モノづくりを専門的に高校で学べるよう要請活動を

　行う。職業科の開設により生徒の将来に対する選択肢が広がり、入校希望者の増加にもつなげ

　ていく。

○部活動への支援及び専門指導者の招へい

　本町の魅力のひとつであるサーフィンを部活動として定着させることで、特色ある高校づくり

　の推進を図る。そのために専門指導者を招へいするなど、体制作りのサポートを行う。

○給食の提供及び遠距離通学費助成

　給食の提供や遠距離の生徒に通学費を助成することで、子育てや教育にかかる費用を助成し、

　家庭への費用面での負担軽減を図る。
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第４節 楽しく暮らし笑顔でつなぐまちづくり【ひとづくりと地域連携】

施策①　広尾版コンシェルジュやまちづくりリーダーの育成

○広尾版コンシェルジュの育成

　本町の観光や歴史ガイドのボランティア、サーフィンガイドの養成を行い、観光客の増加を図

　っていくと同時に町民がそれぞれの専門性を生かした活動ができるよう支援していく。

○ひろお地域診断・地域資源調査プロジェクト

　町内の住宅や店舗、空き地等の情報、環境資源、人的資源、ＳＷＯＴ分析を活用した地域診断

　を行いデータベース化する。データを分析することにより、各種人口減少対策事業への活用、

　町民との共有を図る。

○集いの森プロジェクト

　商店街の空き店舗や廃校舎を活用し、同じ趣味、価値観などを持つ人が集う場所を創出する。

　アトリエ、ものづくりスペース、情報交流のためのサロンなどを整備する。

○ボランティア・ＮＰＯの活動支援

　各種ボランティア団体や新たにＮＰＯ法人を設立する際に積極的に支援を行い、町民主体のま

　ちづくり活動を推進していく。

○生涯学習の推進

　生涯学習の機会の提供を促進するとともに、広尾版コンシェルジュやまちづくりリーダーが活

　躍できるよう支援を行っていく。

○広尾町まちづくり町民会議

　人口減少対策の調査・検討及び実施計画を策定する町民参加型のまちづくり会議を設置し、町

　民・行政・関係機関の意思統一を図る。

○広尾のいいとこ見つけ隊

　移住情報や本町のアピールポイントを収集し、広尾の暮らし紹介冊子を作成することにより、

　本町での生活の様子をイメージしやすくし移住促進を図る。

○まちづくりリーダーの育成

　まちづくりを実践するリーダーを育成するために、様々な研修機会を提供し、まちづくりを担

　う人材を育成する。

施策②　まちのピーアール推進と情報発信の強化

○どこ。そこ。ひろお。プロジェクト

　本町のキャッチコピーを公募する。公募したキャッチコピーを情報発信の際、積極的に活用す

　ることにより広尾の知名度アップを図る。

○まちのイチオシ

　サンタランドの見所をつくる。年間を通してイルミネーションを見ることができる場所にする。

　カフェなど飲食ができる場所をつくる。子どもを対象に工作などのプレゼント作成イベントを

　実施することにより、年中楽しめるサンタランドを創設する。
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○ひろおまるわかり情報化（ポータルサイト設置運営事業）

　観光、移住、空き家、仕事、産直市場などの情報を集積した情報サイトの開設し、起業を目指

　している人への空き店舗などの情報提供を図ることにより、総合的な情報に簡単にアクセスが

　できるようにし移住の促進を図る。

○広尾と広尾（東京都）のコラボ

　本町と広尾(東京)の２都市の交流を図る。キャンプ、酪農体験、漁業体験等など小学校間の交

　流イベントの開催や本町の魚介類や農作物を販売することにより、大消費地での広尾のピーア

　ールを推進する。

○提案型ふるさと納税プロジェクト

　本町のふるさと納税制度を活用し、寄付対象事業の項目に町民（団体）が企画提案した事業を

　掲載することにより資金を調達する。同時に事業を提案してもらうことで、自分たちでまちを

　良くしていくという意識も育む。

○日高振興局内自治体との「市町村連携地域モデル事業」推進

　国道による周遊ルートを構成することができる日高東部３町と本町による４町広域連携による

　観光宣伝事業を実施し、地域外からの観光入込数の増加を図る。

○サンタのまちならではの事業

・サンタコンテスト…男女別でサンタのコンテストを行い、優勝者には町内外のイベントに参加

　　　　　　　　　　していただき、町のピーアールをしてもらう。

・サンタランドからのおくりもの…サンタメールにおくりものの商品を追加し、申込の選択肢を

　　　　　　　　　　　　　　　　増やすことによりマンネリ化を防ぎ、リピーターの増加を目

　　　　　　　　　　　　　　　　指す。

・サンタランド☆スタンプラリー…町内で行われる各種イベントにおいてスタンプラリーを実

　　　　　　　　　　　　　　　　施し、イベント参加者数の増加を図る。

○サンタランド活性化事業

・サンタランドオリジナルグッズ開発販売…町民有志によるオリジナルグッズ開発委員会を設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置し商品の開発を行い、「サンタの家」の魅力を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アップさせる。

・サンタランド事業の推進…ノルウェー国外初のサンタランドに認定されている強みを生かし、

　　　　　　　　　　　　　まちのブランドイメージをアップさせる。

○新しい観光産業の振興

・南十勝ダービー(えりも・天馬とんがりダービー)プロジェクト…南十勝や日高町村と合同・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共催で移住施策や人口減少

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対策に係る取組をダービー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　形式で実施し、双方の優れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている点をアピールし差別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化を図る。

・フィッシングin広尾（釣り大会）…年２回釣り大会を実施することにより、町外からの観光

　　　　　　　　　　　　　　　　　客の増加を図る。
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・バスツアー拡充造成事業…本町、音更町、池田町の観光資源などを活用した広域連携のバス

　　　　　　　　　　　　　ツアーを拡充造成するため、ツアー客に対し本町のツアー立寄り

　　　　　　　　　　　　　場所で使用可能な買物券を交付し、ツアーの魅力向上と購買力の

　　　　　　　　　　　　　向上を図る。

・ひろおサンタランドマラソン大会開催事業…国道336号の海岸線(黄金道路)を走る本町初のマ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラソン大会を開催し、町外から1,000人の入込を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　狙う。観光資源である自然、食、広尾サンタラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンドを来町者に肌で感じてもらい、移住の増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に繋げる。また、多くの町民がボランティアな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　どで参画する町を挙げてのイベントになるため、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そこで深まる連帯感や郷土愛が今後の地域づく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りの源になることが期待できる。

・広尾の四季フォトコンテスト…それぞれの４つの季節の写真を撮ることを要件としたフォト

　　　　　　　　　　　　　　　コンテストを開催。応募された写真はまちのピーアール写真

　　　　　　　　　　　　　　　として使うことにより、まちの魅力の発信力を強化する。

施策④　各種施策実行をサポートする組織づくり

○「広尾町活き生きプロジェクト」の継続的な推進

　広尾町活き生きプロジェクトが行う５年間の事業を継続的に推進し、アイデアを実行に移すと

　いう体制を確立する。これにより持続可能な地域づくりに向けた調査とモデル事業を実施して

　いく。
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広尾町人口ビジョン・広尾町総合戦略の策定経緯

期日 内容 摘要

平成27年 1月23日 第1回広尾町人口減少対策検討委員会(＊人減委)

平成27年 4月27日 第2回広尾町人口減少対策検討委員会

平成27年 5月 7日 （人減委・地域活性化グループ第1回グループワーク）

平成27年 5月12日 （人減委・雇用グループ第1回グループワーク）

平成27年 5月13日 （人減委・移住定住グループ第1回グループワーク）

平成27年 5月18日 （人減委・少子化グループ第1回メール会議）

平成27年 5月18日 （人減委・雇用グループ第2回グループワーク）

平成27年 5月21日 （人減委・地域活性化グループ第2回グループワーク）

平成27年 5月26日 （人減委・雇用グループ第3回グループワーク）

平成27年 5月28日 （人減委・地域活性化グループ第3回グループワーク）

平成27年 6月 8日 （人減委・移住定住グループ第2回グループワーク）

平成27年 6月15日 （人減委・移住定住グループ） 施策案提出

平成27年 6月18日 （人減委・少子化グループ第2回メール会議）

平成27年 6月18日 （人減委・地域活性化グループ第4回グループワーク）

平成27年 6月19日 第1回広尾町地方創生推進本部会議

平成27年 6月22日 （人減委・雇用グループ第4回グループワーク）

平成27年 6月23日 （人減委・少子化グループ第3回メール会議）

平成27年 6月24日 （人減委・地域活性化グループ第5回グループワーク）

平成27年 7月 1日 （人減委・少子化グループ第4回メール会議）

平成27年 7月 2日 （人減委・少子化グループ第1回グループワーク）

平成27年 7月15日 （人減委・地域活性化グループ第6回グループワーク）

平成27年 7月15日 （人減委・雇用グループ第5回グループワーク）

平成27年 7月27日 第2回広尾町地方創生推進本部会議

平成27年 7月31日 （人減委・少子化グループ第5回メール会議）

平成27年 7月31日 （人減委・雇用グループ第6回グループワーク）

平成27年 7月31日 （人減委・少子化グループ） 施策案提出

平成27年 8月 3日 （人減委・地域活性化グループ） 施策案提出

平成27年 8月 3日 （人減委・雇用グループ） 施策案提出

平成27年 8月28日 第3回広尾町人口減少対策検討委員会 施策立案・報告

平成27年 9月24日 第3回広尾町地方創生推進本部会議 素案策定

平成27年10月23日 第1回広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会

平成27年11月16日 第2回広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会

平成27年12月 2日 第3回広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会

平成27年12月10日 広尾町議会第3回議員協議会 素案説明

平成28年 1月 6日 広尾町まちづくり意見公募手続制度による意見聴取 1月29日まで

平成28年 2月15日 第4回広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会 原案策定

平成28年 2月24日 広尾町議会第1回総務常任委員会所管事務調査 原案説明・審査

平成28年 2月25日 第4回広尾町地方創生推進本部会議 原案承認・策定

(平成28年3月予定) 広尾町議会第1回定例会 行政報告
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広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会設置要綱 

 （目的） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第 10条第１項に規定する 

広尾町総合戦略（以下「総合戦略」という。）を策定し、本町における人口減少に歯止め 

をかける施策を効果的かつ計画的に推進するため、広尾町まち・ひと・しごと創生総合 

戦略策定推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査及び審議し、町長に 

答申する。 

（１）総合戦略の策定、改訂及び推進に関すること。 

（２）総合戦略の検証に関すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、総合戦略について必要な事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１）町民 

（２）産業団体に所属する者 

（３）行政機関の職員 

（４）教育関係者 

（５）金融機関に所属する者 

（６）労働団体に所属する者 

（７）報道機関に所属する者 

（８）その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における 

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことはできない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する 

ところによる。 
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 （関係者の出席） 

第７条 委員会は、審議のため必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見若 

しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。  

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、企画課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員 

 会に諮って定める 

   附 則 

 この告示は、平成２７年５月１日から施行する。 



広尾町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進委員会名簿

区分 № 所属 役職 氏名

1 広尾町町内会連合会   秋月　直志

2 らっこ座   杉本　伸子

3 ひろお未来プロジェクト 委員長   石山　拓

4 広尾漁業協同組合   大竹　徹

5 広尾町農業協同組合   外崎　陽

6 広尾町商工会女性部   神野　梢

7 広尾町森林組合   福西　寛雄

8 帯広開発建設部広尾道路事務所   本田　秀敏

9 十勝総合振興局保健環境部広尾地域保健支所   嶋田　津秋

10 広尾小学校   舘田　真

11 広尾中学校   和田　秀治

12 広尾高等学校 副委員長   澤田　慎也

13 北海道銀行広尾支店   鴨崎　一博

14 帯広信用金庫広尾支店   釜谷　憲明

15 日高信用金庫広尾支店   早坂　重光

16 広尾地区連合会   奥田　恵理

17 広尾町役場職員組合青年部   武藤　健佑

18 十勝毎日新聞社広尾支局   伊藤　亮太

19 北海道新聞社帯広支社   長谷川達郎

20 ＮＨＫ帯広放送局広尾報道室   安宅　奈々

第
６
号
委
員

第
７
号
委
員

第
１
号
委
員

第
２
号
委
員

第
３
号
委
員

第
４
号
委
員

第
５
号
委
員
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広尾町人口減少対策検討委員会設置要綱 

 （目的） 

第１条 本町における人口減少に歯止めをかける対策を全庁的かつ戦略的に検討するため、 

 広尾町人口減少対策検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設置する。 

（役割） 

第２条 検討委員会は、次の事項を検討し、庁議に付議又は報告する。 

（１）少子化対策 

（２）移住定住対策 

（３）地域活性化対策 

（４）雇用対策 

（５）その他人口減少対策 

 （組織） 

第３条 検討委員会の委員は、町長が指名する。 

２ 検討委員会の委員は、２５人以内をもって組織する。 

３ 検討委員会に委員長を１人置き、委員の互選によりこれを定める。 

４ 委員の任期は、所期の目的が達成されるまでとする。 

 （会議） 

第４条 検討委員会は、委員長が招集し、会議を進行する。 

 （事務局） 

第５条 検討委員会の事務局は、企画課に置く。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１２月５日から施行する。 



広尾町人口減少対策検討委員会名簿

№ 所属 役職 氏名 担当分野

1  保健福祉課地域包括支援センター在宅支援係  主査  金石　輝義 雇用

2  水産商工観光課商工観光係  係長  沖田　一美 地域

3  教育委員会社会教育課社会教育係  係長  及川　隆之 移住

4  企画課ふれあいの係  係長  村中　晃央 少子

5  保健福祉課丸山保育所  保育士  高瀨　和美 少子

6  消防署管理グループ  主査  北山　誠 雇用

7  税務課住民税係  主任  木下　慶太 地域

8  保健福祉課福祉係  主任  倉橋　健 移住

9  教育委員会管理課学校教育係  主任  小澤　達也 少子

10  建設課土木係  主任  前田　伸之 地域

11  国民健康保険病院栄養給食係  管理栄養士  鎌田亜紀穂 移住

12  総務課職員電算係  主事  吉田　拓己 雇用

13  教育委員会社会教育課図書館係  司書  三崎奈美子 移住

14  保健福祉課健康管理センター保健推進係  保健師  杉山　絹子 少子

15  住民課国保係  主事  杉澤　佳祐 地域

16  農林課林業係  主事  古関　直人 雇用

17  総務課職員電算係  主事  一色　倫聡 少子

18  企画課企画係  主事  小林　嵩幸 移住

19  保健福祉課児童係  主事  川上ほのか 雇用

20  保健福祉課福祉係  主事補  味元　文佳 地域
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広尾町地方創生推進本部設置要綱 

 （目的） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第 10 条第１項に規定する

広尾町総合戦略（以下「総合戦略」という。）を策定し、本町における人口減少に歯止め 

をかける施策を全庁的かつ戦略的に推進するため、広尾町地方創生推進本部（以下「推

進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次の各号に掲げる事務について調査及び協議する。 

（１）総合戦略の策定及び改定に関すること。 

（２）広尾町人口ビジョンの策定に関すること。 

（３）総合戦略の施策実施に関すること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、総合戦略及び人口減少対策について必要な事項に関す 

ること。 

 （組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長、推進部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長には町長、副本部長には副町長及び教育長をもって充てる。 

３ 推進部長には企画課長をもって充てる。 

４ 本部員は、広尾町課設置条例（平成 15年条例第１号）第１条に規定する課の課長（企 

画課長を除く。）、会計管理者、老人ホーム所長、特別養護老人ホーム所長、病院事務長、 

管理課長、社会教育課長、議会事務局長、監査委員書記長、農業委員会事務局長及び消

防長をもって充てる。 

 （職務） 

第４条 本部長は、推進本部を統括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

３ 推進部長は、推進本部の運営を管理する。 

 （会議） 

第５条 推進本部の会議は、推進部長が必要に応じて本部長の許可を得て招集し、会議の 

議長となる。 

２ 推進部長は、必要があると認めるときは、本部長の許可を得て、推進本部の構成員以 

 外の者を会議に出席させることができる。 

（作業部会） 

第６条 推進本部に、具体的事項について協議及び検討を行うため、作業部会を置くこと 

ができる。 

２ 作業部会は、本部長が指名する者をもって構成する。 
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（庶務） 

第７条 推進本部の庶務は、企画課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部及び作業部会の運営に関し必要な事項は、 

本部長が定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 



広尾町地方創生推進本部名簿

№ 区分 役職 氏名 摘要

1 本 部 長  町長  村瀨　優

2 副本部長  副町長  野田　充利

3 副本部長  教育長  笹原　博

4 推進部長  企画課長  長田　吉弘

5 本 部 員  総務課長  鈴木　孝俊

6 本 部 員  税務課長  菅原　康博

7 本 部 員  住民課長  雄谷　幸裕

8 本 部 員  保健福祉課長  大林　勝則

9 本 部 員  農林課長  金井　秀司

10 本 部 員  水産商工観光課長  保志　悟

11 本 部 員  建設課長  芳賀　紀夫

12 本 部 員  上下水道課長  道　淳一

13 本 部 員  港湾課長  道端　隆三

14 本 部 員  会計管理者  堂場　則彦

15 本 部 員  老人ホーム所長  厚谷　幸則

16 本 部 員  病院事務長  今井　啓容

17 本 部 員  管理課長  澤田　佳幸

18 本 部 員  社会教育課長  辻田　英昭

19 本 部 員  議会事務局長  本間　司

20 本 部 員  消防長  佐藤　英人
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広尾町総合戦略 
 
〒089-2692 

北海道広尾郡広尾町西４条７丁目１番地 

広尾町企画課企画係 

TEL 01558-2-0184／FAX 01558-2-4933 

公式ウェブサイト http://www.town.hiroo.lg.jp/ 
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